別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：特定疾患対策費
	事業名:難病患者対策指導事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　健康福祉部保健医療課母子・特定疾患担当　電話番号：058-272-1111（内２５４７）

　　　　　　　　　　　                          E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：13,132千円（前年度予算額：13,132千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　難病に関する下記の事業を実施。
（１）難病生きがいサポートセンター事業

　　岐阜県難病団体連絡協議会へ委託し、地域において難病患者やその家族が生きがいを持って生活することができる環境を整備する。

（２）難病医療ネットワーク推進事業

　　岐阜大学医学部附属病院を拠点病院として、岐阜県難病医療連絡協議会の事務局を設置し、関係機関が連携協力して難病医療ネットワークを整備する。

（３）難病医療相談会実施事業

　　岐阜県難病団体連絡協議会に委託し、難病患者及びその家族に対して、医療相談会を年４回実施する。

（４）難病患者訪問相談事業

　　難病医療相談会に参加できない要支援難病患者やその家族が抱える悩みについて、個別の相談指導、助言等を行うため、各保健所の保健師を訪問相談員として派遣する。

（５）神経難病確定診断支援事業

　　県内でクロイッツフェルト・ヤコブ病、特に変異型が思料される事案が発生した場合に、一般診察医の要請に応じて専門医の派遣を行う。

	２　所要経費


（１）難病生きがいサポートセンター事業：8,000千円

（２）難病医療ネットワーク推進事業：3,629千円
（３）難病医療相談会実施事業：900千円

（４）難病患者訪問相談事業：460千円

（５）神経難病確定診断事業：143千円

　　　　　　　　　　合計 13,132千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　３　障がいのある人が個性を発揮して暮らせる地域をつくる。

　　　Ⅳ　障がい者の地域生活支援
	２　これまでの取組状況


　難病は、現在の医療水準では治療法が未確立で完全治癒の見込みのない疾患であり、患者家族の多くが病気の進行や日常生活の変化に不安を抱えている。そうした不安を少しでも取り除き、充実した生活を送ることができる環境を整備するため、県では平成６年度から国庫補助事業として難病医療相談会実施事業を開始したのを始め、難病患者訪問相談事業等を実施している。
また、平成１６年度から患者団体である、岐阜県難病患者団体連絡協議会への委託事業として難病生きがいサポートセンターを開設し、患者団体ならではの患者及びその家族の視点に立った、きめ細かい支援を実施してきた。
平成１８年度からは岐阜大学医学部附属病院に難病医療連絡協議会の事務局を設置し、難病医療専門員を中心に、難病患者の入院施設の確保や、在宅療養に向けた各医療機関との調整、医療従事者からの介護や看護に関する相談対応等、連携を図っている。

	３　これまでの取組に対する評価


　これらの事業を実施することで、社会的に立場の弱い難病患者やその家族のQOL(Quality Of Life)の向上に資することができる。
　難病患者やその家族が、生きがいを持って生活することができる環境を整備していくために、今後もこれらの事業を実施していく必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	13,132
	6,565
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,567

	要求額
	13,132
	6,565
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,567

	決定額
	13,132
	6,565
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,567


